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Ⅰ 概 況 

 

１．２０１３年度事業活動概況 

当協会は、公益法人制度改革により、キーワードである「船舶の基準・規格・

研究開発」を三位一体として総合的かつ戦略的に各事業に取り組むとともに、

事業活動の一層の充実を図るべく受託事業等についても多角的に展開した。 

世界経済の減速と船腹需給ギャップの拡大など今後も造船市場での競争の

激化が予想される中、我が国造船業が新興造船国に対する競争力を維持してい

くためには、更なる生産効率の向上が命題であることから、「船舶の建造工程

の効率化・高品質化に向けた調査研究プロジェクト」として、生産技術の面で

は、「レーザ溶接技術の船舶建造工程への適用に係る調査研究」、生産管理の

面では、「モニタリング技術等の船舶建造工程への適用に係る調査研究」を日

本財団助成事業として実施した他、船舶技術研究開発促進事業基金を利用した

研究や各種受託研究等を実施した。 

また、環境問題や船舶の安全航行に係る国際海事機関（ＩＭＯ）等における

審議に当たり我が国海事産業の国際競争力の確保を図ることを念頭に置きつつ

適切な国際基準策定に資するため、「船舶からのＧＨＧ削減基準の策定のため

の調査研究」等のプロジェクトを実施した。また、「アジア造船技術フォーラ

ム（ＡＳＥＦ）の共催」により、ＩＭＯ等への対応における韓国、中国等アジ

ア諸国との連携強化を図った。 

ＩＳＯ等の規格策定の分野においても、規格提案を通じた我が国海事産業の

国際競争力強化を図るため、２０１２年度に策定した「船舶に関する国際標準

への日本の取組方針」に基づき、日本発の国際規格の制定を図るとともに、こ

れを円滑に実施するための対応体制の強化に取り組んだ。 

さらに、シップリサイクル条約に基づく「現存船インベントリ作成事業」及

び塗装基準の強制化に対応した塗装検査員の資格に関する「塗装検査員の資格

試験（フロシオ事業）」を引き続き実施し、国際基準等への適合に関する支援

を行った。 

２０１３年度に実施した事業について特筆すべきものは、以下のとおりであ

る。 

 

（１）船舶の建造工程の効率化・高品質化に向けた調査研究プロジェクト 

日本財団助成事業として「レーザ溶接技術の船舶建造工程への適用に係る

調査研究」及び「モニタリング技術等の船舶建造工程への適用に係る調査研

究」を実施するとともに、各研究成果の一般向け広報として「船舶建造工程

の技術革新に関する技術セミナー」を開催し、研究成果の一部として「革新

的技術が変える造船工場の未来～造船の将来イメージ～」冊子を配布した。 

 

（２）ＩＭＯへの戦略的対応 

国際海事機関(ＩＭＯ)における安全・環境規制の策定に戦略的に対応する

ため、ＩＭＯの基準の動向はもとより、これに関連する国際標準化機構等(Ｉ

ＳＯ/ＩＥＣ)の重要規格の動向、及び海事分野を取り巻く環境の変化を総合

的に把握し、国際基準の策定に関する調査研究を実施するとともに、基準及
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びこれに関連する重要規格の適正化、修正案の作成等を実施した。 

今年度は、安全規制に係わる主要な国際基準であるガス運搬船・ガス燃料

船及び目標指向型復原性に関する基準、環境規制に係わる主要な国際基準と

して、船体付着生物管理、船舶からの大気汚染防止基準整備及び船舶からの

温室効果ガス（ＧＨＧ）削減に関する基準について調査研究を行った。 

 

（３）アジア造船技術フォーラム（ＡＳＥＦ）の共催 

第７回アジア造船技術フォーラム（ＡＳＥＦ）を２０１３年１１月７日

（木）～８日（金）に、神戸において中国及び韓国と共催し、８か国（日本、

中国、韓国、インドネシア、マレーシア、シンガポール、スリランカ、タイ）

から約１２０人余の造船技術者等の参加を得た。このフォーラムでは、ＩＭ

Ｏ及びＩＳＯの基準・規格策定とＡＳＥＦの役割や安全・環境の重要課題に

関する情報交換・意見交換を行った。特に、ＡＳＥＦのＮＧＯ化に関しては、

２０１４年の第８回ＡＳＥＦに向け検討を促進していくことを合意した。 

 

（４）ＩＳＯ及びＩＥＣ等への戦略的対応 

ＩＳＯ等の規格提案を通じた我が国海事産業の国際競争力強化を図るため、

２０１２年度に策定した「船舶に関する国際標準への日本の取組方針」に基

づき、戦略的規格提案等の実施を図るとともに、これを円滑に実施するため

の対応体制の強化に取り組んだ。 

 

（５）船舶技術研究開発促進事業基金 

我が国海事産業の国際競争力及び技術基盤の強化並びに物流効率化、安全

確保、環境保全等これら産業が直面する喫緊の技術課題に柔軟に対応するた

め、２０１０年３月に船舶技術研究開発促進事業基金を創設し、緊急の研究

開発等を実施している。２０１３年度は「船舶技術開発動向の中期的なあり

方等に関する調査研究」、「バラストタンクの防食技術に関する調査研究」、

「中小型内航造船所における設計・建造の技術変革の可能性に関する検討」、

「洋上大型風車作業船の実用化に向けた基礎検討」、「高速船の構造設計技術

の高度化に関する調査研究」、「現存船インベントリ高度化・多様化プロジェ

クト」を実施した（一部２０１４年度も継続して実施中）。 

 

２．賛助会員 

２０１３年度末における会員数は１９１である(本年度末における区分・会

員は、別表１「賛助会員名簿」のとおり)。 引き続き新会員の勧誘に精力的に

取り組むこととしている。 

 

３．評議員 

２０１３年度の評議員の異動は、６月１９日付で赤阪全七評議員、三島愼次

郎評議員、吉田清隆評議員が辞任し、６月２５日開催の第５回評議員会におい

て、ナカシマプロペラ株式会社の中島基善氏、ジャパン マリンユナイテッド株

式会社の蔵原成実氏、川崎汽船株式会社の有坂俊一氏がそれぞれ評議員として

選任された。 
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２０１３年度末における評議員は、別表２「評議員名簿」のとおりである。 

 

４．理 事 

２０１３年度の理事の異動は、５月２７日付で岡田正文理事、谷口友一理事、

６月１９日付で板澤宏理事、有坂俊一理事が辞任し、６月２５日開催の第５回

評議員会において、三井造船株式会社 福田典久氏、公益社団法人日本船舶海

洋工学会 大和裕幸氏、阪神内燃機工業株式会社 木下和彦氏、商船三井株式

会社 吉田清隆氏がそれぞれ選任された。また、９月３０日付で原理事が辞任

し、１０月２９日開催の第６回評議員会において、三菱重工業株式会社 橋本

州史氏が選任された。 

なお、２０１３年度末における理事は、別表３「理事名簿」のとおりである。 

 

５．監 事 

２０１３年度の監事の異動はなかった。 

なお、２０１３年度末における監事は、別表３「監事名簿」のとおりである。 

 

６．評議員会及び理事会 

(1) 評議員会 

・第５回評議員会 

開催日 ２０１３年６月２５日 

場 所 東海大学校友会館 会議室 

審議事項  

第１号議案 ２０１２年度決算報告に関する件 

第２号議案 評議員及び理事の選任に関する件 

第３号議案 評議員等候補者選定委員会委員の指名に関する件 

 

・第６回評議員会 

開催日 ２０１３年１０月２９日 

場 所 海運クラブ 会議室 

審議事項  

第１号議案 理事の選任に関する件 

 

・第７回評議員会 

開催日 ２０１４年３月２４日 

場 所 東海大学校友会館 会議室 

報告事項  

第１号議案 第８回理事会の審議結果について 

第２号議案 ２０１３年度の活動状況報告について 

 

 

 (2) 理事会 

・第５回理事会 

開催日 ２０１３年６月５日 
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場 所 霞山会館会議室 

審議事項  

第１号議案 ２０１２年度事業報告及び決算報告に関する件 

第２号議案 公益目的支出計画の実施状況に関する件 

第３号議案 船舶技術戦略委員会委員の選任に関する件 

第４号議案 第５回評議員会の開催に関する件 

     

・第６回理事会（決議の省略） 

開催日 ２０１３年６月２５日  

審議事項  

第１号議案 会長、理事長、専務理事及び常務理事の選定の件 

 

・第７回理事会 

開催日 ２０１３年１０月１５日 

場 所 海運クラブ 会議室 

審議事項  

第１号議案 ２０１４年度公益財団法人日本財団助成金の申請に関する

件 

第２号議案 引当資産取扱規程の制定に関する件 

第３号議案 評議員会の開催に関する件 

第４号議案 船舶技術戦略委員会委員の選任に関する件 

 

・第８回理事会 

開催日 ２０１４年３月１７日  

場 所 東海大学校友会館 会議室 

審議事項  

第１号議案 ２０１４年度事業計画（案）及び予算（案）に関する件 

  

７．船舶技術戦略委員会 

海事分野における研究開発、国際基準・規格への対応等に関する内外の技術

及び政策動向を的確に把握し、これを踏まえて、造船、海運、舶用工業、大学、

研究機関、学会、船舶検査機関、官公庁等の関係者の参画を得て、研究開発及

び基準・規格への対応を一体的にとらえた戦略を策定するとともに、そのフォ

ローアップを行った。 

また、船舶技術戦略委員会を次のとおり開催した(２０１３年度末における

委員名簿は、別表４のとおり)。  

 

(1) 第２０回船舶技術戦略委員会(２０１３年８月２１日) 

・船舶技術戦略委員会委員の選任について報告 

・２０１３年度事業進捗状況について報告 

・船舶・海洋分野の技術開発課題について報告 

 (2) 第２１回船舶技術戦略委員会(２０１３年１０月７日) 
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・２０１３年度事業進捗状況及び２０１４年度事業計画について報告 

・２０１４年度日本財団助成金申請を承認 

(3) 第２２回船舶技術戦略委員会（２０１４年３月５日） 

・２０１３年度事業進捗状況について報告 

・２０１４年度事業計画(案)を承認 

 

８．事務局 

２０１３年度末における事務局の組織は、事務局長(専務理事兼務)下に総務

グループ（２チーム）、基準・規格グループ（２ユニット２チーム）、研究開

発グループ（２ユニット２チーム）及び業務グループの４グループを配置し、

その職員数は２７名（うち業務グループ２名）であった。 

 

 

 

Ⅱ 事 業 

 

１．船舶に関する基準・規格への対応（日本財団助成事業） 

船舶に関する基準・規格について、一体的視野からとらえて調査研究等を実

施し、その成果を踏まえＩＭＯ、ＩＳＯ等の各種会合に参加し、我が国提案文

書を提出すると共にその反映に尽力するなど積極的な対応を行った。また、関

係国と調整、連携を図り、国際会議において我が国提案の成立が図られるよう、

戦略的に国際対応を展開した。また、国内的には、船舶部門ＪＩＳに対する事

業者ニーズを把握し、必要性の認められた事項については、新規ＪＩＳ原案又

は既存ＪＩＳの改正案を作成した。 

 

（１）ＩＭＯへの戦略的対応  

ＩＭＯにおける安全・環境規制の策定に戦略的に対応するため、審議動向

はもとより広く船舶を取り巻く環境の変化を総合的に把握し、国際基準の策

定に関する調査研究を実施するとともに、国際基準の原案・改正案等我が国

意見を取りまとめ、ＩＭＯ等の会合に出席し我が国の意見の反映に努めた。 

①   船体付着生物管理に関する調査研究 

船舶の外板等に付着した生物の移動に伴う海洋環境への影響に関しても

ＩＭＯで取り上げられ、２０１１年７月のＭＥＰＣ６２において、船体生

物付着管理に関するハード・ソフト双方の要件を盛り込んだ非義務的ガイ

ドラインが採択された。また、２０１３年５月のＭＥＰＣ６５において、

ガイドラインの実施状況、効果を評価するためのプロセスについてガイダ

ンスが採択された。同ガイダンスに従った今後のレビューの結果によって

は、ガイドラインの義務化に関する議論が開始される可能性がある。  
同ガイダンスに沿い、我が国のガイドラインの実施状況について調査を

実施したが、ＩＭＯではガイドライン評価プロセスが未だ開始されていな

いことから、今年度は船体付着生物管理に関連する審議動向を把握するこ

とに努めた。また、効果的な船体付着生物管理方策の一つである船底等へ
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の防汚塗料に関し、その性能基準及び評価方法について調査研究を実施し

た。  
 

②   ガス運搬船・ガス燃料船基準の改訂 

近年、従来燃料（重油）よりも燃焼時のＮＯｘ、ＳＯｘ排出量が少なく、

価格も低廉であることが期待できる液化天然ガス（ＬＮＧ）を燃料とした

船舶（ＬＮＧ燃料船）が国際的に着目されている。このＬＮＧ燃料船を実

用化するためには十分な安全性の検討及びそれに基づく国際的安全基準の

策定が必要不可欠であり、２０１４年を目標完了年として、ガス燃料船の

安全基準（ＩＧＦコード）の最終化すべく検討が行われており、２０１４

年９月のＣＣＣ１に向けてＥｍａｉｌベースで審議（ＣＧ）を継続中であ

る。このＣＧの審議動向を注視し、我が国関係業界の知見をＣＧにおける

検討の段階から当該コードに積極的に反映させることが重要であるため、

本調査研究プロジェクトにおいて、ＩＧＦコードの規定内容が船舶構造・

設備へ与える影響を調査し同ＣＧに関する対応案を関係業界と検討しＣＧ

での審議を通じて、ＩＭＯにおけるＩＧＦコードの策定・審議における規

定内容の適正化対応を実施した。  
一方、ＩＳＯ／ＴＣ６７（石油・石油化学及び天然ガス工業用材料及び

装置技術専門委員会） ＷＧ１０（ＬＮＧ設備国際規格策定作業グループ）

においては、ＬＮＧ設備全般について各種規格の国際標準化に向けた検討

が行われており、船舶用燃料ＬＮＧ積込装置に関する技術仕様書（ＴＳ）

の策定がノルウェー  ＤＮＶがコンビナーを務め検討が行われていること

から、関係業界と検討を行い、当該技術仕様書の規定内容の適正化を実施

した。  
また、今年度より液化水素運搬船基準の検討のための WG を設置し、現行

のＩＧＣコードにおいて基準が定められていない液化水素の安全要件確立

のための審議を行った。更に我が国における液化水素運搬船の建造を検討

するにあたり、円滑かつ迅速に国際航海を行う観点からは、第一段階とし

ては「運送に関わる旗国及び港湾当局による三国間（本プロジェクトでは、

日本と豪州の二国間）合意に基づくＩＧＣコードの特別承認」に基づくＳ

ＯＬＡＳ条約適合化についても検討を行うことが必要との観点から、ＩＭ

Ｏへの提案・国際基準化に向けた取り組みに関して検討を行った。また、

液化水素の早期海上輸送を実現するための二国間協議を豪州と実施した。 

③   船舶からの大気汚染防止のための基準整備に関する調査研究 

ＩＭＯでは、船舶からの窒素酸化物（ＮＯｘ）及び硫黄酸化物（ＳＯｘ）

の更なる排出規制強化のため、海洋汚染防止（ＭＡＲＰＯＬ）条約附属書  Ｖ
Ｉの改正を採択し、段階的にエンジンの性能のみならず燃料油の品質をも

規律する一方、規制の目的を達成するための代替措置の適用も容認してい

る。また、船舶の燃料として従来の重油に代わりＬＮＧ等のガス燃料を使

用する機運が高まっており、このような新たな燃料に対する上記大気汚染

規制の適合を担保する基準の整備が急務となっている。さらに、高緯度（北

極圏）の氷雪融解を促進する原因物質として国際海運から排出されるブラ
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ック・カーボン（ＢＣ）について、ＩＭＯにおいてその定義や計測方法の

検討と、排出を抑制する方法を確認、整理及び調査を行うとともに、ＢＣ

が気候変動に与える影響について議論している。  
このような背景により、２０１３年度より３ヵ年（２０１３～２０１５年）

計画でＩＭＯの関連審議に対応しながら船舶からの大気汚染防止のための

基準整備を行うこととし、今年度は、次に掲げる調査研究を実施した。  
ａ）ＰＰＲ  １（２０１４年２月）、ＭＥＰＣ  ６６（２０１４年３月）に向

けて、ＮＯｘ３次規制やＢＣ等に関する我が国対応方針について検討

を行った。  

ｂ）燃料油中の硫黄分濃度規制の代替技術として有力な候補である排ガス

浄化装置（ＳＯｘスクラバー）の技術動向及び当該装置による排ガス

浄化の効果に関する調査研究を実施した。  

ｃ）ＳＯｘ規制強化を背景とした難燃性燃料油使用による機関不具合を防

止するための対策に関する調査研究を実施した。  

ｄ） ＳＯｘスクラバーの技術基準の見直し等の諸課題について検討を行っ

た。  

④   目標指向型復原性基準に関する調査研究 

ＩＭＯでは、非損傷時復原性に関して、第５１回復原性・満載喫水線・

漁船安全小委員会(ＳＬＦ５１：２００８年開催）から本格的な動的復原性

要件を導入するための検討（第 2 世代非損傷時復原性基準の策定）を開始

した。ＳＬＦ５１では、簡易判定基準（第 1 段階基準及び第２段階基準）

並びに直接計算基準により判定することとし、「デッドシップ状態」、「パラ

メトリック横揺れ」、「ブローチング」等の事象について、３段階の判定基

準を策定することとされた。本年度は、ａ)、ｂ)の内容のとおり調査研究

を実施した。 

ａ) 動的非損傷時復原性基準の策定 

日本がＩＭＯに提案している第２世代復原性基準について各国の理

解を得るべく、試計算、模型実験等を行って安全性実証データを取得

するとともに他国が提案している簡易判定基準及び直接計算基準を評

価し、問題点がないか検討を行った。また、ＳＬＦ  ５５で設置された

動的非損傷時復原性基準ＣＧ（ＩＳ  ＣＧ）について、我が国がコーデ

ィネータを務めていることから積極的に議論を主導するとともに、今

年度の調査研究結果等を元に、ＳＤＣ１（２０１４年１月）に提案文

書を提出した。  

ｂ) 損傷時復原性基準の検討 

 ＳＯＬＡＳ条約附属書 II-1 章の見直しに関して、我が国船舶設計へ

の影響を評価及び問題点の抽出を行い、ＳＬＦ５５で設置された損傷

時復原性基準ＣＧ（ＳＤＳ ＣＧ）に、我が国意見を積極的に提出した。

また、旅客船の損傷時復原性向上に関する欧州研究について、総合安

全評価（ＦＳＡ）による検証を行ってその妥当性を検討し、包括的な
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再検討提案をＳＤＣ１に提出した。 

 

⑤   船舶からのＧＨＧ削減基準の策定 

２０１１年のＩＭＯ  第６２回海洋環境保護委員会（ＭＥＰＣ６２）にお

いて、船舶のＣＯ２排出基準に関する船舶設計（ＥＥＤＩ）、省エネ運航計

画（ＳＥＥＭＰ）から成る技術的・運航的手法の導入に係るＭＡＲＰＯＬ

条約附属書ＶＩの改正案が採択され、２０１３年１月に発効したところで

ある。このＥＥＤＩでは、革新的省エネルギー技術を導入した場合には、

当該技術の効果を船舶のＥＥＤＩ値から控除して良いこととされている。

しかしながら、この革新的技術の効果の測定方法及び検証方法については、

まだ国際的な統一基準が策定されていない状況にある。この他、省エネル

ギー化を図りつつも荒天下における船舶の運航性能を確保するためのガイ

ドライン（最低出力ガイドライン）の策定や、現在ＥＥＤＩの対象外とな

っているＬＮＧ運搬船及びＲｏＲｏ船、旅客船について、早急の基準化（Ｅ

ＥＤＩ値の計算方法及びＥＥＤＩ要求値（Reference line 及び削減率）の設

定がＩＭＯにおける喫緊の課題となっている。ＥＥＤＩ規制はこれまでも

我が国が国際的議論を主導してきたところであり、今後もこれらの課題に

積極的に対応し、引き続き国際的議論を主導することにより、我が国競争

力の確保を図ることが必要である。また、ＩＭＯでは船舶のエネルギー効

率改善に関する更なる技術的・運航的手法の検討を行うこととしており、

船舶の実燃費データの収集・報告をする燃費報告制度の検討を進めていく

こととなっていることから、引き続き積極的に対応する必要がある。  
このため、これらの課題を解決するための方策を検討するとともに、こ

れらを踏まえた提案活動やＭＥＰＣ等への対応方針案の策定に資する活動

として、本調査研究プロジェクトの下でＥＥＤＩ、燃費報告制度等に関し、

関係者との協議を通じて検討を行い、ＭＥＰＣ６５及びＭＥＰＣ６６等の

国際会議における我が国対応方針案の検討を行った。  

⑥ＩＭＯ継続重要案件に対する当協会の活動状況（ＩＭＯフォロー） 

  ・防火 

２０１３年度は、２０１４年１月に開催されたＳＤＣ１及び３月に

開催のＳＳＥ１の防火設備関連議題への対応の検討を実施した。また、

昨年度に引き続いて水素燃料自動車等の輸送要件に関する調査研究を

行い、現存船で水素燃料自動車等を運送する際の安全対策に係る勧告

案に関する提案文書案の作成を行った。  
 

・救命 

２０１３年度は、２０１４年３月に開催されたＳＳＥ  １の救命設備

関連議題への対応の検討を実施した。また、ＩＭＯにおいて審議が続

けられている救命設備規則の新たな枠組み（New Framework）につい

て、当該枠組み案における機能要件と現行規則の関係の整理、現行規

則との比較検討、問題点の抽出等に係る調査研究を実施し、当該調査

研究成果に関するＳＳＥ  １への提案文書案の作成を行った。  
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・航海設備 

２０１３年度は、ＩＭＯで設置された e-Navigation に関するＣＧに

おいて e-Navigation 戦略実施計画策定、ユーザビリティー評価ガイド

ラインの作成等に関する検討を行うととともに、２０１３年９月のＮ

ＡＶ  ５９における関連議題に対応した。また、現在ＣＯＭＳＡＲ及び

ＩＭＯ／ＩＴＵ合同専門家会合で審議されているＧＭＤＳＳの見直し

及び近代化に対応するために、新たにＷＧを設置して、今後の対応に

ついて検討を行うとともに、ＩＭＯにおける今後のＧＭＤＳＳの見直

しの検討を適切に進めるため、新たなＧＭＤＳＳを構成する船舶用航

海設備の候補として総論検討において挙げられた機器、システム等に

ついて、それらの使用目的、運用方法、技術要件等の基礎的な情報の

収集を行った。 

 

・ＦＳＡ／ＧＢＳ  
     ２０１３年度は、２０１３年６月に開催されたＭＳＣ９２における

ＧＢＳ議題での代替・同等設計承認に関するガイドライン、セーフテ

ィ・レベル・アプローチ（ＳＬＡ）に関する暫定ガイドラインの策定

及びＦＳＡに関する審議方針の検討を行った。 

 

・水密区画検査  
２０１３年度は、２０１４年１月に開催されたＳＤＣ１の水密区画

検査関連議題におけるＳＯＬＡＳ改正、タンクテストガイドライン及

び品質管理ガイダンス策定に関する審議方針の検討を実施した。 

 

（２）ＩＳＯ、ＩＥＣ等への戦略的対応 

ＩＳＯ等の規格提案を通じた我が国海事産業の国際競争力強化を図るため、

２０１２年度に策定した「船舶に関する国際標準への日本の取組方針」に基

づき、戦略的規格提案等の実施を図るとともに、これを円滑に実施するため

の対応体制の強化に取り組んだ。 

①  戦略的規格提案等の実施 

・日本発の国際規格の策定 

２０１３年度事業に基づく活動の結果、８件の日本発の国際規格（新規

国際規格２件、既存国際規格の改正６件）を制定させた。 

また、１０件の日本発の国際規格案（新規国際規格案５件、既存国際規

格の改正５件）への国際審議に対応するとともに、６件の日本発の国際規

格案（新規国際規格案３件、既存国際規格の改正３件）について、国際提

案を実施すべく国内での検討を行った。 

なお、これらの日本発国際規格案作成及び対応に資するため、次の調査

研究を実施した。 

－ 復原性監視装置の国際規格化 

－ 海洋環境保護に関するＩＳＯ規格制定への戦略的対応 
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－ ＩＳＯ １８０７９-５ 船舶及び海洋技術－膨脹式救命設備の整備要

件－ 第５部：膨脹式救助艇の作業原案の作成 

－ 自立型無人探査機の技術開発に関する調査 

・ＩＳＯ等への積極的対応 

ＩＳＯ及びＩＥＣから送付されてくる、船舶及び海洋技術等に関する国

際規格原案等の規定内容の適正化のために分科会等を開催して審議を行い、

１６１件について日本意見の取り纏めるとともに賛否の投票を行い、国際

規格原案等の規定内容の適正化に努めた。 

また、日本が提案・主導する国際規格案審議への対応及び日本意見の反

映のため、１７の国際会議に出席し、我が国意見の反映に務めた。 

なお、２０１３年度に次の国内ＷＧを新規に設置し、積極的な対応を図

った。 

－ 標準部会における洋上風力及び支援船に関するＩＳＯ規格検討ＷＧ 

－ 環境分科会における船体等性能測定関係ＩＳＯ規格検討ＷＧ 

－ 航海分科会におけるＶＤＲ装備指針見直しＷＧ 

②   対応体制の整備 

・関係者におけるＩＳＯ等に関する認識の共有 

船技協ホームページや e メールを活用して、ＩＳＯ規格の制定・審議状

況に関して四半期毎、また、国際会議の審議結果についてその都度関係者

への情報提供を行った。 

また、関係団体との意見交換のための会合を開催し、ＩＳＯの審議状況

及び日本と対応状況に関する情報交換・意見交換を実施した。 

さらに、関係業界にＩＳＯに関するアンケートを実施し、今後日本から

提案すべきものについて提案を募るとともに、日本のＩＳＯへの対応状況

に関する意見を聴取した。 

・役割分担を明確にしたうえでの取組の強化 

ＩＳＯ等に継続的に対応する者として「ＩＳＯコーディネーター」を海

上技術安全研究所及び当協会事務局において特定し、日本提案の策定及び

同提案に係る国際交渉への対応に務めさせた。 

・ＩＳＯ等に関する人材の確保・育成 

標準化研修を９月に東京で、標準化セミナーを２月に大阪で開催し、関

係業界におけるＩＳＯに関する人材育成を図った。 

また、ＩＳＯコーディネーター等の外部研修への参加を積極的に行った。

特に、９月にはＩＳＯが開催した国際幹事向け研修に当協会より１名が参

加した。 

・議長、国際幹事等のポストの確保 

ＩＳＯ／ＴＣ８／ＳＣ２（船舶及び海洋技術専門委員会／海洋環境保護

分科委員会）の議長国並びにＩＳＯ／ＴＣ８／ＳＣ６（同／航海及び操船

分科委員会）の議長国及び幹事国のポストを維持し、国際規格原案の審議・

進捗等に関する業務を行った。 
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・日本における国際会議の積極的開催とそのための支援体制確立 

速力試運転解析ＷＧ（ＩＳＯ／ＴＣ８／ＳＣ６／ＷＧ１７）を６月にロ

ンドンで、航海設備分科委員会（ＩＳＯ／ＴＣ８／ＳＣ６）を１０月にシ

ンガポールで、船体及びプロペラ性能測定ＷＧ（ＩＳＯ／ＴＣ８／ＳＣ２

／ＷＧ７）を１１月に東京で、それぞれ開催し、日本の意見のより効果的

な反映に務めた。 

・国際連携に関する枠組みの構築及び活用 

日中韓のＩＳＯに係る一層の連携・協力を図るため、日本のＩＳＯ等へ

の戦略的・積極的取り組みの一助とするため、日本（当協会）、中国（上海

船舶設備研究所（ＳＭＥＲＩ））、韓国（韓国船舶設備研究所（ＫＯＭＥＲ

Ｉ））の間で２０１２年に締結した了解覚書（Memorandum of understanding 

(ＭＯＵ)）に基づき、日常的に e メールベースで連絡を取るとともに、９

月に広州（中国）で３カ国の事務局によるスタッフミーティングを開催し

た。 

 

③ ＪＩＳＦ規格の制定 

関係業界から要望があったＪＩＳＦ新規原案及び改正原案の作成関係作

業を実施した。 

次のＪＩＳＦ原案４件（新規原案２件、改正原案２件）については、２

０１３年９月１８日に開催した当協会の標準部会において承認され、原案

作成を完了した。 

・ 船用こし器の検査通則（ＪＩＳＦ７２００）（改正） 

・ 船用磁気コンパス、ビナクル及び方位測定具（ＪＩＳＦ９１０１）

（改正） 

・ 船舶の防汚システム用殺生物性活性物質に関する海洋環境リスク評

価方法（新規） 

・ 船舶の防汚システムに関する海洋環境リスク評価方法（新規） 

また、その他に担当分科会において、９件のＪＩＳＦ新規原案、１８件

のＪＩＳＦ改正原案の作成を実施中である。 

これらのＪＩＳＦ新規原案及び改正原案の作成に資するため、次の調査

研究を実施した。 

・ 小型高速艇のアルミニウム艤装品設計基準に関する調査研究 

・ 防汚物質・防汚塗料の海洋環境リスク評価法のＪＩＳ化に関する調

査研究 

・ 蓄電技術の標準化に関する調査研究 

 

（３）我が国提案の国際基準・規格の実現のための環境整備（アジア造船技術フ

ォーラムの共催） 

ＩＭＯ等への対応における韓国、中国等アジア諸国との連携強化を図るた

め、当協会の主導により、(一社)日本造船工業会、韓国造船工業会（ＫＯＳ

ＨＩＰＡ: Korea Offshore & Shipbuilding Association)及び中国船舶工業

行業協会（ＣＡＮＳＩ：China Association of the National Shipbuilding 
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Industry）と協力しアジア造船技術フォーラムを開催している。 

２０１３年度は、以下のとおりの活動を行った。 

①  ＩＭＯにおける諮問資格の取得に関し、ＣＧ活動に加え、本フォーラム

の中核である韓国及び中国との間で二カ国間及び三カ国間の協議を重

ねた。また、日中韓三国間で２０１３年度開催の第７回フォーラムの開

催内容についても協議を行った。 

②  東南アジア・南アジア諸国の造船工業会等と、ＣＧの活動内容に関する

協議を実施するとともに、第７回フォーラム開催に係る説明と会議への

参加要請を行った。この関係で、インド、スリランカ、マレーシア、イ

ンドネシア、タイ、バングラディシュ、ミャンマー、シンガポール、ベ

トナム及びフィリピンの１０か国を訪問した。 

③  ＩＭＯにおける諮問資格の取得に関するＣＧでは、８カ国（日本、中国、

韓国、インド、インドネシア、マレーシア、スリランカ、ベトナム）か

ら２０名を超える専門家が参加し、電子メールにより、ＡＳＥＦのＮＧ

Ｏ化に関する検討を行った。この電子メールによる審議に加え、１１月

６日に、神戸において第３回ＣＧ会合、また、２０１４年２月２５日～

２７日に、クアラルンプール（マレーシア）において第４回ＣＧ会合を

開催し、ＮＧＯ化のための憲章案等の検討を実施した。 

④  第７回アジア造船技術フォーラム（ＡＳＥＦ）を２０１３年１１月７日

（木）～８日（金）に、神戸において中国及び韓国と共催し、８か国（日

本、中国、韓国、インドネシア、マレーシア、シンガポール、スリラン

カ、タイ）から約１２０人余の造船技術者等の参加を得た。このフォー

ラムでは、総論として、ＩＭＯ及びＩＳＯの基準・規格策定とＡＳＥＦ

の役割に関して、各論として、安全関係ではガス燃料船、水密区画の検

査方法、目標指向型規則及びばら積み貨物の液状化、 環境関係では温

室効果ガス、大気汚染防止及びバラスト水管理について情報交換・意見

交換を行った。ＩＭＯ－ＮＧＯ問題のコレスポンデンスグループ（ＣＧ）

に関しては、ＩＭＯへの関与を行うべくＡＳＥＦをＮＧＯ化するための

検討状況の報告が行われるとともに同検討を２０１４年の第８回ＡＳ

ＥＦに向け促進していくことを合意し、ＩＨＭに関するＣＧについては、

有害物質宣言書（ＭＤ）の共通フォーマット及びインベントリ作成マニ

ュアルが完成したことを確認した。 

⑤  また、他の国際機関との連携構築の一環として、アジア船主フォーラム

（ＡＳＦ）、アジア船級協会連合（ＡＣＳ）及び国際船級協会連合（Ｉ

ＡＣＳ）の会合等に参加するとともに、ＩＭＯが６月に開催した次世代

船舶安全シンポジウムの企画運営に貢献した。 

 

２．船舶技術の戦略的研究開発（日本財団助成事業、受託事業、自主事業） 

（１）船舶の建造工程の効率化・高品質化に向けた調査研究プロジェクト（日

本財団助成事業） 
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レーザ溶接技術については、レーザ・アークハイブリッド溶接実証実験

を実施し、実用化のための課題等を抽出した。またアフラマックスタンカ

ーを供試船として、レーザ・アークハイブリッド溶接に適した船体構造・

建造工程等の検討を行った。 

モニタリング技術については、新デバイス（加速度センサー、ＲＦＩＤ

等）による工場モニタリングシステムの高度化を図ると共に、造船への応

用（定盤計画システムへの応用、生産シミュレーションへの応用等）を検

討している。 

また、研究成果の一般向け広報として「船舶建造工程の技術革新に関す

る技術セミナー」を開催し、研究成果の一部として「革新的技術が変える

造船工場の未来～造船の将来イメージ～」冊子を配布した。 

 

（２）塗装関係プロジェクト 

①バラストタンクの防食技術に関する調査研究（自主事業） 

バラストタンクＰＳＰＣの代替システムとして新しい防食技術を開発す

るための基盤研究を実施し、基礎的なデータを収集した。実船バラストタ

ンクの腐食実態調査、及び、塗装した試験片のバラストタンク実環境での

暴露試験を実施した。 

 

②バラストタンクの防食技術に関する調査研究（第 II 期）（（一社）日本鉄

鋼連盟受託事業） 

  バラストタンクの防食性能の向上、コスト削減、環境負荷低減を目標と

して、エポキシ塗装に代わるバラストタンクの新防食技術としての耐食鋼

＋塗装システムを実現するための研究を、造船・海運・塗料メーカ・鉄工

メーカの参加によって実施している。 

 

③無機ジンク塗装システムの評価試験法の研究開発（(一財)日本海事協会受

託事業） 

バラストタンクの塗装性能基準（ＰＳＰＣ）に関し、エポキシ塗装シス

テムの代替方法のひとつである無機ジンク塗装システムについて、実船に

適用可能とするための評価試験法の研究開発を実施している。 

 

（３）現存船インベントリ高度化・多様化プロジェクト／シップリサイクルの

推進（自主事業） 

内航船のインベントリ第Ⅱ部・第Ⅲ部作成の実船実証を前年度に引き続

き行い、得られた知識･経験を基に「インベントリ第Ⅱ部・第Ⅲ部作成の手

引き」及び周知普及用のパンフレット「インベントリⅡ部・Ⅲ部の作成に

ついて」を発効した。また、小型内航船（条約非適用船型）のインベント

リ第Ⅰ部についての多様な試作･検討、及び内航新造船に対する現存船方式

によるインベントリ第Ⅰ部作成の評価を行った。このほかシップリサイク

ル条約の周知･普及活動を継続して行った。 

以上をもって、２０１０年度から４年度にわたり実施した本プロジェク

トを終了し、所期の成果を得た。 
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（４）船舶技術開発動向の中期的な在り方等に関する調査研究（自主事業） 

船舶技術戦略委員会での船舶分野の技術開発ロードマップの議論を踏ま

えつつ、本会が今後実施すべき船舶・海洋分野における研究開発テーマ選

定のためのアンケートを新旧の船舶技術戦略委員会委員宛に実施し、委員

会での議論や各界識者との意見交換をもとに、次年度日本財団助成事業テ

ーマ選定の参考とした。 

 

（５）洋上大型風車作業船の実用化に向けた基礎検討（自主事業） 

洋上大型風車作業船の早期実用化に向けた基礎調査として、欧州におけ

る設置船・作業船の開発動向、運用実態の調査、最新のコンセプト船の調

査、我が国における洋上風車設置作業を取り巻く自然、社会経済条件の整

理と分析、我が国における洋上風車設置船・アクセス船の在り方について

の取りまとめ等を行った。検討にあたっては、造船所、エンジニアリング

会社、施工会社等幅広い参画を得て「我が国における大型洋上風車設置船・

作業の在り方に関する基礎検討委員会（委員長：東京大学 高木教授）」を

設置し、進めた。 

 

（６）中小型内航造船所における設計・建造の技術変革の可能性に関する検討

（自主事業） 

中小型内航造船所の技術、生産性向上のための３ＤＣＡＤ導入支援とし

て、クラウド環境下の３ＤＣＡＤシステムを構築した。本システムを共同

利用することにより４９９総トン型貨物船の主要構造及び機関室配置の３

ＤＣＡＤ化を行い、３ＤＣＡＤ化に要した作業工数を把握・分析するとと

もに、３ＤＣＡＤデータを利用した船舶の計画・設計及び生産管理の有効

性を確認した。 

 

（７）高速船の構造設計技術の高度化に関する調査研究（自主事業） 

現在、長さ５０ｍまでの高速船に適用される「高速船構造基準」を見直

し、適用範囲を拡大すること及び新しい高速船の構造設計に対応可能な基

準とすることを目標に調査研究を実施している。 

 

（８）天然ガス燃料船の普及促進に向けた取り組み（㈱日本海洋科学受託事業） 

「天然ガス燃料船の普及促進に向けた総合対策」の検討の一環として設

置された「天然ガス燃料船の普及促進に向けた総合対策検討委員会（委員

長：九州大学 高崎教授）」及び「燃料移送等検討委員会（委員長：海上技

術安全研究所 田村研究統括主幹）」の委員会運営事務を受託して実施した。 

２０１３年度は、前者の委員会を２回、後者の委員会を２回開催した。 

 

（９）海洋再生可能エネルギー導入促進に向けた環境整備技術に関する検討

（環境省受託事業） 

洋上風力発電の設置、メンテナンス用船舶の技術的課題を検討する等、

海洋再生可能エネルギー導入促進に向けた環境整備技術に関する検討を行
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うことを目的とした委員会運営事務を受託して実施した。 

２０１３年度に３回の委員会を開催した。 

 

（10）ロジスティック・ハブ・システムの安全要件策定に係る技術検討調査

（J-DeEP 受託事業） 

ブラジルのサントス海盆のプレサル層鉱区における石油開発のための洋

上輸送を対象に開発されているロジスティック・ハブ・システムの他の海

域への展開、及び他の海洋インフラへの技術転用の可能性を検討するため、

ロジステッィク・ハブ・システムの導入が有望な西アフリカ、メキシコ湾

などの海域の気象・海象・港湾状況等の調査を行った。さらに世界の海底

石油・天然ガス開発市場で我が国に先行する韓国、中国、シンガポール等

の競合造船国の活動状況についても調査した。 

 

３．国際基準等への適合支援（自主事業） 

（１）フロシオ事業 

フロシオ資格認定試験を福岡県北九州市、愛媛県西条市で２回実施したと

ころ、延べ４３名の受験があり、３６名が合格した。この結果、２００８年

に本事業を開始して以来の受験者総数は５３７名、合格者数は４２１名とな

った。 

 

（２）インベントリ作成事業 

現存船インベントリの作成を３３隻（うち内航船は３０隻）について完了

した。この結果、２００８年に本事業を開始して以来の作成完了の累計隻数

は１４４隻（うち内航船は６３隻）となった。 

 

４．海外情報収集事業（日本財団助成事業） 

日本船舶輸出組合、(一社)日本中小型造船工業会及び(一社)日本舶用工業会

と協力して、(独)日本貿易振興機構の造船及び舶用工業関係事務所を活用し、

市場動向等の調査・報告書作成、セミナー・展示会の開催・参加、海事情報の

収集・電子メール提供サービスを行うなど、海外の船舶技術・海事関係情報収

集・提供事業を実施した。 

 

５．その他 

次のとおり広報事業を行った。 

（１）船技協ウェブサイト(URL:http://www.jstra.jp)及び電子メールによる情

報発信 

① ＩＭＯやＩＳＯ等の国際会議の審議結果概要を会議終了後速やかに電

子メールにて賛助会員へ報告するとともに、ウェブサイトに掲載した。

また、詳細な審議状況については賛助会員向けウェブサイトに掲載し

た。 

② 研究開発成果の概要等を当該研究終了後にウェブサイトに掲載した。 

③ その他、国際動向や会合等の報告を随時電子メールにて配信した（２

０１３年度におけるメールニュース配信数２４回）。 
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（２）Maritimejapan の運営 

ジェトロ駐在員等が収集した海外情報を会員向けに発信するため、ウェブ

サイト maritimejapan の運営を実施した。また、同サイトにおける海外情報

の最新の掲載状況を会員向けに通知する「JSTRA Global Maritime News」を

メールで配信した（２０１３年度における配信数４４回）。 

 

（３）講演会等の開催 

・「標準化研修」を開催（２０１３年９月１８日東京） 

・「船舶基準セミナー」を開催（２０１３年１２月１６日東京、１８日博

多） 

・「標準化セミナー」を開催（２０１４年２月１２日大阪） 

・「船舶建造工程の技術革新に関する技術セミナー」を開催（２０１４年

３月１２日東京） 
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賛助会員名簿（２０１４年３月３１日現在） 

 

○学会 3 学会 

(公社)日本航海学会 

(公社)日本船舶海洋工学会 

(公社)日本マリンエンジニアリング学会 

○団体等 32 団体 

板硝子協会 

ABS 

(財)海技振興センター 

(独)海上技術安全研究所 

(一社)海洋産業研究会 

(一財)新日本検定協会 

DNV GL AS 

(一財)日本海事協会 

(一社)日本海事検定協会 

(公財)日本海事広報協会 

(一財)日本規格協会 

(独)日本原子力研究開発機構 

日本小型船舶検査機構 

(一社)日本作業船協会 

(一社)日本船主協会 

(一社)日本船長協会 

(一社)日本船舶電装協会 

(一社)日本船舶品質管理協会 

(一社)日本船舶品質管理協会製品安全評価センター 

(一財)日本造船技術センター 

(一社)日本造船協力事業者団体連合会 

(一社)日本造船工業会 

(一社)日本中小型造船工業会 

(一社)日本電機工業会 

(一社)日本電線工業会 

(一財)日本塗料検査協会 

(一社)日本塗料工業会 

日本内航海運組合総連合会 

(一社)日本舶用工業会 

(一財)日本舶用品検定協会 

(一社)日本マリン事業協会 

ロイド船級協会 

○商社 5 社 

伊藤忠商事（株） 

別表１ 
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住友商事(株) 

双日(株) 

丸紅(株) 

三菱商事(株) 

○物流 1 社 

日本通運(株) 

○鉄鋼 3 社 

(株)神戸製鋼所 

ＪＦＥスチール(株) 

新日鐵住金(株) 

○海運 8 社 

NS ユナイテッド海運(株) 

川崎汽船(株) 

原燃輸送(株) 

JX 日鉱日石タンカー(株) 

(株)商船三井 

東京エルエヌジータンカー(株) 

日本海運(株) 

日本郵船(株) 

○造船 25 社 

浅川造船(株) 

今治造船(株) 

(株)大島造船所 

尾道造船(株) 

川崎重工業(株) 

(株)神田造船所 

幸陽船渠(株) 

佐伯重工業(株) 

佐世保重工業(株) 

サノヤス造船(株) 

(株)三和ドック 

(株)新来島どっく 

(株)新来島豊橋造船 

ジャパンマリンユナイテッド(株) 

墨田川造船(株) 

住友重機械マリンエンジニアリング(株) 

常石造船(株) 

内海造船(株) 

(株)名村造船所 
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函館どつく(株) 

檜垣造船(株) 

本瓦造船(株) 

三井造船(株) 

三菱重工業(株) 

山中造船(株) 

○舶用工業・舟艇関係 94 社 

(株)相川バルブ製作所 

(株)赤阪鐵工所 

アズビル(株) 

アルファ・ラバル(株) 

潮冷熱(株) 

渦潮電機(株) 

(株)内山バルブ製作所 

(株)宇津木計器 

エア・ウォーター防災(株) 

ＮＫＭコーティングス(株) 

(株)エヌ ゼット ケイ 

大石電機工業(株) 

(株）オーケーエム 

大阪電機工業(株) 

大阪布谷精器(株) 

(有)岡村鉄工所 

(株)カシワテック 

カナヱ塗料(株) 

神奈川機器工業(株) 

かもめプロペラ(株) 

岸上バルブ(株) 

(株)北澤電機製作所 

(株)共和電業 

(株)倉本計器精工所 

黒木製鎖(株) 

ケーエムマテリアル(株) 

(株)ケツト科学研究所 

光栄金属工業(株) 

(株)高工社 

(株)光電製作所 

神戸発動機(株) 

(株)五光製作所 

沢村バルブ(株) 

三信船舶電具(株) 

三洋商事(株) 
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JRCS(株) 

シバタ工業（株） 

スズキ(株) 

住友重機械ハイマテックス(株) 

(株)関ヶ原製作所 

船舶商事(株) 

ダイキンＭＲエンジニアリング(株) 

大晃機械工業(株) 

ダイハツディーゼル(株) 

大洋電機(株) 

高階救命器具(株) 

(株)鷹取製作所 

中国塗料(株) 

(株)ディーゼルユナイテッド 

寺崎電気産業(株) 

東亜製鎖(株) 

東亜ディーケーケー(株) 

東京計器(株) 

トーハツ(株) 

東部重工業（株）   

トヨタ自動車(株) 

(株)中北製作所 

ナカシマプロペラ(株) 

長崎船舶装備(株） 

ナブテスコ(株)舶用カンパニー 

ナロック(株) 

新潟原動機(株) 

西芝電機(株) 

日新興業(株) 

ニッパツ・メック(株) 

日本救命器具(株) 

日本船具(株) 

日本船燈(株) 

日本炭酸瓦斯(株) 

日本舶用エレクトロニクス(株) 

日本ペイントマリン(株) 

日本無線(株) 

(株)布谷計器製作所 

蜂バルブ工業(株) 

濱中製鎖工業(株) 

阪神内燃機工業(株) 

日立造船(株)有明工場 

日の本辨工業(株) 
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(株)備後バルブ製造所 

藤倉ゴム工業(株) 

古野電気(株) 

兵神機械工業(株) 

(株)ヘンミ 

ボルカノ(株) 

本田技研工業(株) 

松尾バルブ工業(株) 

水野ストレーナー工業(株) 

三菱化工機(株) 

三元バルブ製造(株) 

ムサシノ機器(株) 

ヤマトプロテック(株) 

ヤマハ発動機(株) 

ヤンマー(株) 

横河電子機器(株) 

横浜ゴム(株) 

○コンサルタント・その他 19 社 

麻生セントラル(株) 

いであ(株) 

(株)エクサ 

(株)エスエス・テクノロジー 

海文堂出版(株) 

小池酸素工業(株) 

(株)重松製作所 

(株)シップス トゥエンティワン 

(株)水圏科学コンサルタント 

セントラルリサーチオブシップス(株) 

日酸 TANAKA(株) 

ニッスイマリン工業(株) 

日本エヌ・ユー・エス(株) 

(株)日本海洋科学 

日本海洋掘削(株) 

日本トリート(株) 

福助エンジニアリング（株） 

(株)U'eyes Design 

(株)ユーレカシッピング 

   

       会員合計数         191 会員 

* 太字ゴシックは、２０１３年度入会会員 

注）(株)：株式会社  (独)：独立行政法人 (公財)：公益財団法人 

  (一財)：一般財団法人 (公社)：公益社団法人  (一社)：一般社団法人 
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一般財団法人 日本船舶技術研究協会評議員名簿 

２０１４年３月３１日現在 

役 職 評議員氏名 所属・役職 

評議員(議長) 金原  勲 （大）東京大学名誉教授 

評議員 有坂 俊一 川崎汽船（株） 取締役 

評議員 上田  德 （一財）日本海事協会 会長 

評議員 蔵原 成実 ジャパン マリンユナイテッド（株） 取締役会長 

評議員 角  洋一 （大）横浜国立大学教授 

評議員 中島 基善 ナカシマプロペラ（株） 代表取締役社長 

評議員 藤山 昭一 （株）鷹取製作所 代表取締役会長 

評議員 南   尚 （株）大島造船所 最高代表取締役 

注） (株)：株式会社 （大）：国立大学法人 （一財）：一般財団法人 

 

 

別表２ 
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一般財団法人 日本船舶技術研究協会理事名簿 

２０１４年３月３１日現在 

役 職 氏  名 現  職 

会 長 松田  章 有識者 

理事長 愛川 展功 有識者 

専務理事 篠原 孝雄 有識者 

常務理事 塩崎雄二郎 有識者 

同上 田中 護史 有識者 

理 事 石渡  博 墨田川造船（株） 代表取締役会長兼社長 

同上 伊藤  茂 日本小型船舶検査機構 理事長 

同上 川合 正矩 日本通運（株） 代表取締役会長 

同上 木下 和彦 阪神内燃機工業（株） 代表取締役社長 

同上 田中 康夫 日本郵船（株） 常務経営委員 

同上 内藤 吉起 邦洋海運（株） 代表取締役社長 

同上 名村 建彦 （株）名村造船所 代表取締役会長 

同上 橋本 州史 
三菱重工業（株） 執行役員 交通・輸送ドメイン副ドメイ

ン長 

同上 福田 典久 三井造船（株） 取締役 船舶・艦艇事業本部長 

同上 冨士原康一 （一財）日本海事協会 副会長 

同上 三輪元一郎 三元バルブ製造（株） 代表取締役社長 

同上 茂里 一紘 （独）海上技術安全研究所 理事長 

同上 山田 信三 大洋電機（株） 代表取締役社長 

同上 大和 裕幸 （公社） 日本船舶海洋工学会 会長 

同上 吉田 清隆 （株）商船三井 常務執行役員 

注） (株)：株式会社 （独）：独立行政法人 （公社）：公益社団法人 

 （一財）：一般財団法人  

 

 

一般財団法人 日本船舶技術研究協会監事名簿 
２０１４年３月３１日現在 

役 職 氏  名 現  職 

監 事 桐明 公男 （一社）日本造船工業会 常務理事 

同上 萩原 治 有識者 

注） (一社)：一般社団法人

別表３ 
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一般財団法人 日本船舶技術研究協会 

船舶技術戦略委員会委員名簿 

 

２０１４年３月３１日現在 

 氏 名 所属・役職 

＊ 中西 堯二 （独）海上技術安全研究所 特別顧問 

 池田 良穂 （公）大阪府立大学大学院工学研究科 教授 

 井上 四郎 （一社）日本中小型造船工業会 専務理事 

 板澤  宏 かもめプロペラ（株） 代表取締役社長 

 今津 隼馬 （大）東京海洋大学 名誉教授 

 上田 直樹 
三菱重工業（株） 交通・輸送ドメイン 船舶・海洋事業部 技

術統括室長 

 笠井 和夫 今治造船（株） 執行役員 基本・船体設計担当 

 川越 美一 （株）商船三井 執行役員 

 蔵本由紀夫 吉祥海運（株） 代表取締役社長 

 小林 一也 
川崎重工業（株） 船舶カンパニー 技術本部長 兼 基本設

計部長 理事 

 佐藤 有造 北星海運（株） 代表取締役社長 

 洲之内満彦 日本郵船（株） 技術グループ長 

 瀬部 充一 （独）海上技術安全研究所 理事 

 高崎 講二 （大）九州大学 教授 

 坪川 毅彦 三井造船（株） 取締役 船舶・艦艇事業本部副事業本部長 

 戸松 憲治 上野トランステック（株） 参事 

 中野 豊久 川崎汽船（株） 技術グループ長 

 中村  靖 （一財）日本海事協会 副会長 

 古川與四郎 ダイハツディーゼル（株） 代表取締役会長 

 真島  篤 
住友重機械マリンエンジニアリング（株） 営業開発本部 プ

ロセス統括者 

 三好 泰介 
（株）新来島どっく 執行役員 技術設計副本部長 兼 基本

設計部長 

 三輪 英雄 三元バルブ製造（株） 専務取締役 

 坂下 広朗 国土交通省 大臣官房 技術審議官 

＊ 委員長 

注） （株)：株式会社 （独）：独立行政法人 （公）：公立大学法人  

（大）：国立大学法人 （一社）：一般社団法人 （一財）：一般財団法人 

（公社）：公益社団法人 

別表４ 


